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【事実の概要】






































成22年 9 月27日、本件建物の建築工事が完了したため、Xは、平成23年 1 月頃、












ある旨を回答した。そして東北厚生局長Yは、本件薬局が本件規則 2 条の 3 第






平成23年 3 月 4 日、Xに対して本件指定拒否処分を行った。そして、その通知書
には、「一　健康保険法67条の規定に基づく東北地方社会保険医療協議会の審議
の結果、指定をしないこととされたこと。」、「二　健康保険法65条 3 項 6 号に該
当すること。」、「三　本件規則 2条の 3第 1 項 1 号に該当すること。」との記載が
され、別添資料として、健康保険法65条 1 項、 3項 6号、70条 1 項及び本件規則





































148　　早法 91 巻 4 号（2016）
　これに対し、原審判決（東京地判平成24年11月 1 日判時2225号47頁）は、Xの本
件薬局についての保険薬局の指定の義務付けの請求を却下し、その余の請求を棄









































































本件規則 2条の 3第 1 項 1 号に違反し、健康保険法70条 1 項の保険薬局の責務に


























































































































































（ 7）　平成23年 1 月20日に Xが東北厚生局医療課に提出した「見解書」の主張である。
（ 8）　最大判昭和47年11月22日刑集26巻 9 号586頁。












































































































































































いては理由の提示を書面で行うことが必要とされている（行政手続法 8条 1 項、 2
項）。
　原判決は、本件指定拒否処分に係る通知書には、本件指定拒否処分をするに当
























































木原正雄「医薬分業と規制改革」（大東法学25巻 2 号（2016年） 1頁以下）も参照されたい。
